
勘案要素の有無による電波利用料の負担

（a群） ２００億円

資料４－１

○勘案要素なし

○勘案要素あり

注 現料額算定時の無線局分布で計算

携帯電話
266MHz

(40.1億円)

テレビ放送
370MHz

(55.8億円)

その他
282.5MHz
(42.6億円)

人工衛星
400MHz

(12.9億円)

マイクロ固定
975MHz

(31.5億円)

3GHz以下（150億円） 3-6GHz以下（50億円）

人工衛星
60MHz

(9.0億円)

ラジオ放送
17MHz

(2.6億円)

その他
175MHz
(5.6億円)

人工衛星
7.5MHz

ラジオ放送
4.25MHz

携帯電話
266MHz 勘案要素分における減

マイクロ固定
906.3MHz

その他
31.3MHz

その他
99.5MHz

テレビ放送
6MHz

人工衛星
100MHz

勘案要素分における減



※現料額算定時の無線局分布で計算

現行制度における負担（試算）

・現行料額
・a群：b群＝200億円：440億円（640億円）

・現行料額
・a群：b群＝200億円：440億円（640億円）

携帯電話
４１３．３億円

その他
８２．８億円
１２．９％

ラジオ放送
２．７億円
０．４％

６４．６％

テレビ放送
５７．０億円

９．０％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．８％

マイクロ固定
３１．７億円

５．０％

人工衛星
２１．９億円

３．４％

●勘案要素なし

携帯電話
４８９．８億円

その他
７３・０億円
１１．４％

ラジオ放送
１．７億円
０．３％

７６．５％

テレビ放送
４．０億円
０．６％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．８％

マイクロ固定
３５．６億円

５．６％

人工衛星
５．２億円
０．８％

●勘案要素あり



① 共用型の電波利用形態
多数の免許人等が同一の周波数の共用を図ることにより国民に等しく電波利用の機会を付与する形態については、その利

用形態を勘案することとして、係数を1/2として計算します。
〔適用例：簡易無線、８００ＭＨｚ帯映像ＦＰＵ等、ＭＣＡ〕
なお、PHSシステムは、参入事業者数を限定している点では通常の共用型の電波利用形態とは異なりますが、他方、同

一の帯域の中で複数事業者が周波数の共用を図る点では、共用型の電波利用としての性格も有している形態として扱うこと
として、係数を3/4として計算します。

〔適用例：ＰＨＳ〕
② 外国の無線局等との周波数調整等を行う必要があるもの

外国の無線局等と周波数の共用を図るために調整等が必要な利用形態である点を勘案することとして、係数を1/2として
計算します。

〔適用例：人工衛星局、地球局〕
③ 国民への電波利用の普及に係る責務等

電波利用の便益を広く国民に付与するため、通常の市場活動を超えてユニバーサル・サービス又はこれに準じた責務等が
法令等において規定されているものについては、その公共性を勘案することして、係数を1/2として計算します。

〔適用例：８００ＭＨｚ帯映像ＦＰＵ等、ルーラル加入者無線、ラジオ局、マイクロ固定局（放送事業用）〕
④ 国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの

国民の生命・身体の安全及び財産の保護に著しく寄与するものについては、その公共性を勘案することとして、係数を
原則1/2として計算します。

〔適用例：人工衛星局、地球局、ラジオ局〕
⑤ 非逼迫地域での使用

通常、その使用区域が海上や過疎地域等の非逼迫地域に限られる等の無線システムについては、係数を、原則1/5として
計算します。
〔適用例：ルーラル加入者無線、衛星移動通信システム〕

⑥ その他（３７０ＭＨｚ→6MHz）
テレビジョン放送局の「a群」に係る金額については、上記③の公共性に加え、地上テレビジョン放送の円滑なデジタル

化の推進等に関する政策的な必要性に配慮する必要があるほか、2003年から、新たに年間総額で約30億円の追加的な電
波利用料の負担を求めているところです。そこで、2010年までの間は特例措置として、現在の負担額に適切に配慮して、
おおむね現行水準程度に設定します。

勘案要素について



ラジオ放送
17MHz
①4.7億円
②6.4億円
③5.6億円

勘案要素の有無による電波利用料の負担 資料４－２

○勘案要素なし

○勘案要素あり

注 現料額算定時の無線局分布で計算

携帯電話
266MHz
①74.3億円

②100.6億円
③87.4億円

テレビ放送
370MHz
①103.3億円

②139.9億円
③121.6億円

その他
282.5MHz
①78.9億円
②106.8億円
③92.8億円

人工衛星
400MHz
①23.9.億円
②32.4億円
③28.1億円

マイクロ固定
975MHz
①58.3億円

②78.9億円
③68.6億円

①278億円
3GHz以下 ②376.3億円

③327.2億円

①92.7億円
3-6GHz以下 ②125.4億円

③109.1億円

人工衛星
60MHz

①16.8億円
②22.7億円
③19.7億円

その他
175MHz
①10.5億円
②14.2億円
③12.3億円

人工衛星
7.5MHz

ラジオ放送
4.25MHz

携帯電話
266MHz 勘案要素分における減

マイクロ固定
906.3MHz

その他
31.3MHz

その他
99.5MHz

テレビ放送
6MHz

人工衛星
100MHz

勘案要素分における減

（a群） ①370.7億円
②532.5億円
③451.6億円



（試算①）
・アナログ周波数変更対策業務をb群とした場合
・a群：b群＝371億円：389億円（760億円）

（試算①）
・アナログ周波数変更対策業務をb群とした場合
・a群：b群＝371億円：389億円（760億円）

※現料額算定時の無線局分布で計算

現行制度における負担（試算）

携帯電話
４０１．１億円

その他
１１９．７億円

１５．８％

ラジオ放送
４．８億円
０．６％

テレビ放送
１０４．４億円

１３．７％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．０％

マイクロ固定
５８．４億円

７．７％

人工衛星
４０．７億円

５．４％

●勘案要素なし

携帯電話
５４２．９億円

その他
１０１．５億円

１３．４％

ラジオ放送
３．０億円
０．４％

テレビ放送
６．２億円
０．８％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．０％

マイクロ固定
６５．９億円

８．７％

人工衛星
９．６億円
１．３％

●勘案要素あり

７１．５％

５２．８％

（試算②）
・アナログ周波数変更対策業務をa群とした場合
・a群：b群＝532億円：228億円（760億円）

（試算②）
・アナログ周波数変更対策業務をa群とした場合
・a群：b群＝532億円：228億円（760億円）

携帯電話
３０８．０億円

その他
１４０．２億円

１８．４％

ラジオ放送
６．５億円
０．９％

テレビ放送
１４０．５億円

１８．５％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．０％

マイクロ固定
７９．０億円
１０．４％

人工衛星
５５．０億円

７．２％

●勘案要素なし

携帯電話
４９９．９億円

その他
１１５．５億円

１５．２％

ラジオ放送
３．９億円
０．５％

テレビ放送
７．６億円
１．０％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．０％

マイクロ固定
８９．１億円
１１．７％

人工衛星
１３．０億円

１．７％

●勘案要素あり

６５．８％

４０．５％



（試算③）
・アナログ周波数変更対策業務をa群とb群それぞれ半々

にした場合
・a群：b群＝452億円：308億円（760億円）

（試算③）
・アナログ周波数変更対策業務をa群とb群それぞれ半々

にした場合
・a群：b群＝452億円：308億円（760億円）

※現料額算定時の無線局分布で計算

現行制度における負担（試算）

その他
１２９．９億円

１７．１％

ラジオ放送
５．７億円
０．８％

テレビ放送
１２２．５億円

１６．１％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．０％

マイクロ固定
６８．７億円

９．０％

人工衛星
４７．８億円

６．３％

●勘案要素なし

携帯電話
５２１．４億円

その他
１０８．５億円

１４．３％

ラジオ放送
３．５億円
０．５％

テレビ放送
６．９億円
０．９％

テレビ放送
追加料額分

３０．７億円
４．０％

マイクロ固定
７７．５億円
１０．２％

人工衛星
１１．３億円

１．５％

●勘案要素あり

６８．６％

４６．７％

携帯電話
３５４．５億円


